
総合事業に係るＱ＆Ａ【国】
【注意事項】
備考欄には厚生労働省が作成したＱ＆Ａの参照先を記載しています。
① 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についてのQ&A【9月30日版】
② 総合事業ガイドライン案に係る追加質問項目について（平成26年11月10日　全国介護保険担当課長会議資料）
③ 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についてのQ&A【平成27年1月9日版】
④ 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についてのQ&A【平成27年2月4日版】
⑤ 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドライン案についてのQ&A【平成27年3月31日版】
⑥ 介護予防・日常生活支援総合事業ガイドラインについてのQ&A【平成27年8月19日版】

サービス種別 質問 回答 備考

1 訪問 訪問介護相当サービス及び訪問型サービスＡのサービス内容に，大掃除や家具
の移動などの生活援助を含むことは可能か。

①訪問介護、②訪問型サービスＡ（緩和した基準によるサービス）によるサービ
ス提供を想定）においては、訪問介護の制度の整合性等の観点から、そのよう
なサービスの提供は想定していない。

①第2問8

2 訪問

訪問型サービスの基準について、「緩和した基準によるサービス」の基準の例が
示されているが、その中でホームヘルパーの他に一定の研修受講者の従事を
認めている。この「一定の研修」についてはどのような内容で、誰が実施すること
を想定しているのか。

緩和した基準によるサービスでは、例えば身体介護は含まれず、「調理や掃除」
や「買い物代行」などの生活援助に係るサービスを行うものを想定しており、サ
ービスを提供する際の基本的考え方や高齢者への理解など、一定の研修は必
要であると考えている。
ガイドライン案では、住民主体によるサービスにおける担い手（ボランティア等）
に対する研修カリキュラムをお示ししているところであるが、緩和した基準による
サービスでは、このカリキュラムの内容を含んだ上で、旧訪問介護員養成研修３
級課程の内容を目安に必要な研修を市町村が判断し、各事業者が職員向けの
研修として行っていただくことなど（※）を想定している。
※ 民間の研修事業者が行う講座を受講させることも考えられる。

①第6問11

3 訪問
訪問介護相当サービスのみなし指定を受けた事業所は，訪問型サービスＡにつ
いてもみなし指定を受けたことになるのか。

事業所が当該緩和した基準によるサービスを提供するためには、その基準に基
づく新たな指定を受けることが必要となる。 ①第7問4

4 共通

新総合事業に移行後は、指定事業所は事業所の住所地の市町村においてのみ
みなし事業所となるのか。現在の指定事業所の指定権限は都道府県にあり、事
業所の住所地外の市町村の被保険者であってもその指定事業所を利用するこ
とができるが、新総合事業への移行時には、指定事業所の住所地外の市町村
の被保険者は、指定事業所がその住所地外の市町村の指定申請を行わないと
利用することができなくなるのか。

ガイドライン案P131 にも記載したとおり、みなし指定は、現行の予防給付の指定
からの円滑な移行のため、全市町村に効力が及ぶこととしている。なお、みなし
指定の有効期間が終了し、総合事業の事業所として更新を行う場合には、その
効力は各市町村域の範囲内に及ぶことになることから、事業所が所在している
市町村(Ａ市町村)以外の市町村(Ｂ市町村)の被保険者が利用している事業所に
ついては、Ａ市町村の指定更新とともに、Ｂ市町村の指定更新が必要となる。

①第7問8

5 共通
「介護予防小規模多機能型居宅介護」「介護予防認知症対応型共同生活介護」
の利用者が、総合事業のサービスをあわせて利用することはできるのか。

「介護予防小規模多機能型居宅介護」「介護予防認知症対応型共同生活介護」
は、利用者に対して必要なサービスを包括的に提供する性質であることから、介
護予防・生活支援サービス事業のうち、指定事業者によるサービス（現行相当
サービス、緩和した基準によるサービス（サービスＡ））を併用することは想定して
いない。
一方で、住民主体の支援である通所型サービスＢなど利用者の自立支援、社会
参加を促すサービスを、本人の状態等にあわせて利用することは妨げるもので
はないが、併用に関しては、目標設定や利用目的等を利用者及び家族と十分に
検討されたい。

⑤第4問7



6 予防支援

要支援者が認定の有効期間満了に伴い、総合事業のサービス事業利用に移行
する場合、初回加算は算定できないとのことだが、サービス事業利用から、新た
に要支援の認定を受けて、給付のサービスを利用する事となった場合、初回加
算は算定できるのか。

介護予防ケアマネジメントから介護予防支援に移行した場合の介護予防支援の
初回加算の算定については、過去２月以上当該地域包括支援センターにおいて
介護予防ケアマネジメントを提供しておらず、介護予防ケアマネジメント費が算
定されていない場合に、当該利用者に対して介護予防サービス計画を作成した
場合に限られる。

⑤第4問8

7 その他
養護老人ホーム入所者は、介護予防特定施設入居者生活介護の指定の有無に
関わらず、介護予防・生活支援サービス事業対象者とならないと考えてよいか。
介護予防特定施設入居者生活介護についても同様か。

介護予防・生活支援サービス事業の対象者は、居宅において支援を受ける要支
援者と、基本チェックリストにおいて事業対象基準に該当した者であるため、養
護老人ホーム入所者は介護予防特定施設入居者生活介護の指定の有無に関
わらず対象者となり得るが、介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受け
ている場合は、予防給付でサービスが包括的に提供されていることから、指定
事業者による介護予防・生活支援サービス事業のサービスを併用することは想
定されない。

⑤第6問3

8 通所
通所介護や通所リハビリテーションなど既存介護事業所の指定基準を超えてい
るスペースを活用して総合事業を実施する場合、当該介護事業所は当該介護サ
ービスに係る指定権者に対して変更届を出す必要があるか。

通所介護や通所リハビリテーションなど既存の介護事業所の指定基準を超えて
いるスペースを活用して総合事業を展開する場合には、当該介護事象所の指定
基準を遵守し、利用者の処遇が低下しないように留意する必要があるが、その
前提で事業が展開される場合には、指定権者に対する変更の届出は不要であ
る。

⑤第6問7

9 予防支援

総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）は、地
域包括支援センターが行うこととされ、介護予防支援のプランの多くが介護予防
ケアマネジメントに移るとしているが、介護予防・生活支援サービス事業対象者
や総合事業のみを利用する要支援者のケアプラン作成について介護予防支援
事業所の担当職員が介護予防ケアマネジメント（第1 号介護予防支援事業）を行
うことはできるのか。

１ 総合事業における介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）は、
地域包括支援センターが実施するものとしており、センターに配置されている三
職種（保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員）のほか、地域包括支援セン
ターから事業の一部委託を受けている居宅介護支援事業所の介
護支援専門員により実施することができる。
２ 総合事業への移行後は、利用するサービスによって、介護予防支援と介護予
防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業）に分かれることとなるため、ケア
マネジメント実施者がその都度に変わることなどのないよう、この二つは一体的
に行われるべきものと考えている。
このため、担当職員として介護予防支援業務を行っている職員については、「指
定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る
介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準について」（平成18 年3 
月31 日発出振興・老人保健課長連名通知）において、当該介護予防支援事業
所である地域包括支援センターの職員等と兼務して差し支えないものとされてい
ることから、介護予防支援事業所の担当職員は地域包括支援センターの職員と
兼務したうえで、切れ目なく介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事
業）を行っていただきたい。

⑥第4問1

10 通所

通所型サービス（みなし）サービスコード表の１回当たりの基本報酬が設定され
ているものと通所型サービス（独自）サービスコード表の１回当たりの基本報酬
が設定されているものを用いて、１人の被保険者が従前の介護予防通所介護相
当のサービスと通所型サービスＡそれぞれの通所型サービスを利用することは
可能か。
また、その場合の加算はそれぞれの事業所で算定可能か。

ケアマネジメントにおいて、生活機能の維持・向上等のため必要と認められるの
であれば、１人の被保険者が従前の介護予防通所介護相当のサービスと通所
型サービスＡのそれぞれのサービスを利用することも可能であり、それぞれの事
業所で加算の要件を満たす場合は、算定することもできる。

⑥第6問3



11 通所

給付と一体的に実施する場合における給付の基準緩和について、通所介護と、
従前の介護予防通所介護相当サービスや通所型サービスＢが一体的に実施す
る場合は示されている（ガイドラインP103・104）が、通所型サービスＣ（短期集中
予防サービス）と通所介護（介護給付）を一体的に実施する場合の基準はどうな
るのか。

１ 保健師やリハビリテーション専門職等が行う短期集中予防サービス（通所型
サービスＣ）については、事業の効果的かつ効率的な実施という観点から、３～
６ヶ月等の期間を限定して実施されるものを想定している。
２ 通所介護の運営基準を遵守した上で、指定通所介護等の提供に支障がない
範囲で、指定通所介護の提供時間帯に同一の場所を使用して、短期集中予防
サービス（通所型サービスＣ）の提供を行うことは可能であるが、この場合には、
プログラムとサービス提供を行う人員を明確に区分して行うことを想定している。

⑥第6問8

12 通所
通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護
予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、専従要件や加配職員
を求めている加算の算定要件について、どのように考えればよいか。

１ 算定要件として専従の職員配置を求めている加算である「中重度ケア体制加
算」、「個別機能訓練加算（Ⅰ）・（Ⅱ）」と「認知症加算」については、人員基準の
取扱いと同様、通所介護の職員が通所介護と一体的に提供される通所型サー
ビスＡ及び従前の介護予防通所介護相当のサービスに従事したとしても、当該
職員は専従要件を通所介護で満たしているものとして取り扱うこととする。
※ 個別機能訓練加算（Ⅰ）の算定においては、「常勤」の機能訓練指導員がサ
ービス提供時間帯を通じて専従することが要件であるが、常勤要件についても、
それぞれのサービス提供に支障がない範囲で同様の取扱いとする。

２ また、算定要件として職員の加配を求めている加算である「中重度ケア体制
加算」と「認知症加算」については、認知症高齢者や重度要介護者に在宅生活
の継続に資するサービスを提供している事業所を評価する加算であることから、
通所型サービスＡの職員の勤務時間は、加配職員として常勤換算員数を算出す
る際の勤務時間数に含めることはできない。

⑥第6問9

13 通所
通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護
予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、サービス提供体制強化
加算を算定する上で、職員の割合はどのように算出すればよいのか。

１ サービス提供体制強化加算の算定に当たっては、常勤換算方法により介護
福祉士が50％以上配置されていること等が要件とされており、通所介護と、緩和
した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護予防通所介護に
相当するサービスを一体的に行う場合、
・ 通所型サービスＡの職員は含めず、
・ 従前の介護予防通所介護に相当するサービスの職員は含めて、職員の割合
   を算出する。

２ この場合、通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの双方
においてサービス提供体制強化加算を算定可能である。

⑥第6問10

14 通所
通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護
予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、人員基準欠如の扱い
はどのようにすべきか。

通所介護と、通所型サービスＡ及び従前の介護予防通所介護に相当するサー
ビスを一体的に行う事業所については、それぞれ必要となる職員（勤務時間）の
合計に対して実際の職員配置が人員欠如となる場合、一体的に運営している以
上、それぞれのサービスの提供や利用者の処遇に支障があると考えられること
から、それぞれの事業所が人員基準欠如となり、
・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの部分は、減算の
対象となる。
・ 通所型サービスＡの部分は、市町村の定める減算等の取扱いによることとな
る。

⑥第6問11



15 通所
通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護
予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、定員超過利用の扱い
はどのようにすべきか。

１ 通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介
護予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う事業所の定員については
、
・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスについては、通所
介護の対象となる利用者（要介護者）と従前の介護予防通所介護に相当するサ
ービスの対象となる利用者（要支援者等）との合算で、利用定員を定め、
・ これとは別に通所型サービスＡについては、当該サービスの利用者（要支援
者等）で利用定員を定めることとしている。

２ したがって、事業所全体では、利用定員を超えないものの、
・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの部分が、通所介
護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの利用定員の超過利用とな
る場合、減算の対象となる。
・ 通所型サービスＡの部分が、通所型サービスＡの利用定員の超過利用となる
場合、市町村の定める減算等の取扱いによることとなる。

３ なお、事業所は、適正なサービスの提供を確保するため、定員超過利用の未
然防止を図るよう努めるものとする。

⑥第6問12

16 通所
通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護
予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、地域密着型通所介護
への移行対象となる利用定員についてどのように考えるのか。

１ 通所介護の定員については、通所介護と従前の介護予防通所介護に相当す
るサービスを一体的に行う事業所の場合、通所介護の対象となる利用者（要介
護者）と従前の介護予防通所介護に相当するサービスの対象となる利用者（要
支援者等）との合算で、利用定員を定めることとしている。
２ したがって、通所型サービスＡの利用定員に関わらず、通所介護と従前の介
護予防通所介護に相当するサービスの合計定員が18 名以下の場合において、
地域密着型通所介護への移行対象となる。

⑥第6問13

17 通所
通所介護と、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）及び従前の介護
予防通所介護に相当するサービスを一体的に行う場合、食堂及び機能訓練室
の合計した面積はどのように確保するべきか。

１ 食堂及び機能訓練室の合計した面積については、
・ 通所介護と従前の介護予防通所介護に相当するサービスについては、利用
定員×３㎡以上、
・ 通所型サービスＡについては、サービスを提供するために必要な場所を確保
することが必要である。

２ 通所介護、従前の介護予防通所介護に相当するサービス及び緩和した基準
によるサービス（通所型サービスＡ）を一体的に行う場合、それぞれの利用者の
処遇に支障がないことを前提にサービス提供する必要があるため、食堂及び機
能訓練室の合計した面積は、事業所全体の利用定員×３㎡以上確保する必要
がある。

３ なお、この場合、緩和した基準によるサービス（通所型サービスＡ）に関しては
、要介護者への処遇に影響を与えないことを前提に、総合事業の基準による人
員配置が可能である。

⑥第6問14

18 訪問
訪問介護の集合住宅の減算については、従前の介護予防訪問介護に相当する
サービスの利用者も含めて計算するとあるが、緩和した基準によるサービスの
利用者は含めないものと考えてよいか。

貴見のとおり。 ⑥第6問15



19 訪問

訪問介護の特定事業所加算における訪問介護員等要件である介護福祉士等の
割合には、緩和した基準によるサービスに従事する時間を含むか。また、重度要
介護者等対応要件である利用者の数には、緩和した基準によるサービスの利用
者は含むか。

特定事業所加算の算定要件のうち、訪問介護員等要件の割合は、指定訪問介
護事業所の訪問介護員等の状況に基づき算定することとしており、緩和した基
準によるサービスに従事する時間は含まない。
また、重度要介護者等対応要件の利用者割合は、指定訪問介護の利用者数
（一体的な運営を行う場合の第一号訪問介護の利用者を除く）に基づき算定す
ることとしており、緩和した基準によるサービスの利用者は含まない。

⑥第6問16

20 通所
介護予防・日常生活支援総合事業において、特別養護老人ホームや認知症グ
ループホームの浴室等を、総合事業の利用者が利用することは可能か。

特別養護老人ホームの浴室等については、原則として特別養護老人ホームの
専用とすべきではあるが、入所者の利用を妨げない等、入所者に対する適切な
処遇が確保される場合には、総合事業等において浴室等を共用しても差し支え
ない。
また、認知症グループホームについても同様に、利用者の利用を妨げない等、
利用者に対する適切な処遇が確保される場合には、総合事業等において浴室
を共用しても差し支えない。

⑥第6問17 


